
エネルギー関連施策の推進に係る連携協定書 

 

大阪市（以下「甲」という。）と大阪地区トヨタ各社（以下「乙」という。）とは、相

互連携を図ることで、水素社会の実現に向けた取組及び次世代自動車の普及促進その他の

エネルギー関連施策を推進するため、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的）  

第１条 この協定は、甲及び乙が相互に連携することによって、日常生活や産業活動に直

結する都市の最重要インフラであるエネルギー関連施策を推進し、市域における水素エ

ネルギーの利活用推進やエネルギー効率の向上等を図ることで、環境にやさしい新たな

エネルギー都市の構築に貢献することを目的とする。 

 

（連携事項）  

第２条 甲及び乙は、前条に定める目的を達成するため、次の各号に掲げる事項について

連携して取り組むものとする。 

 （１）水素社会の実現に向けた水素の社会受容性の向上に関する事項 

 （２）燃料電池自動車（ＦＣＶ）等次世代自動車の普及促進に関する事項 

 （３）その他本協定の目的に沿う事項 

 

（協定の見直し）  

第３条 甲又は乙のいずれかが、協定内容の変更を申し出たときは、その都度協議の上、

必要な変更を行うものとする。  

 

（期間）  

第４条 本協定の有効期間は締結日より１年間とする。ただし、協定の有効期間の満了の

日の１か月前までに甲又は乙のいずれか一方から何ら意思表示をしないときは、この協

定はその有効期間の満了の日の翌日から１年間更新されたものとし、以後も同様とす

る。 

 

（解約）  

第５条 甲又は乙のいずれかが、本協定の解約を申し出る場合、解約予定日の１か月前ま

でに書面によって相手方に通知することにより、この協定を解約できるものとする。 

 

（疑義等の決定）  

第６条 本協定に定めのない事項又は本協定に定める事項に関して疑義が生じたときは、 

甲乙協議の上、これを決定するものとする。 

 以上、本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ押印のうえ、各自 

１通を保有する。 

 

令和２年12月10日 

 

甲：大阪市北区中之島1丁目3番20号  

大阪市長 松井 一郎 

 

乙：大阪市福島区福島5－17－2              大阪市西区立売堀3-1-1 

大阪トヨタ自動車株式会社            大阪トヨペット株式会社 

代表取締役社長 小西  俊一           代表取締役社長 横山  昭一郎 

 

堺市西区浜寺諏訪森町西1-7            大阪市西区立売堀3-1-1 

トヨタカローラ南海株式会社           トヨタカローラ大阪株式会社 

代表取締役社長 久保  尚平           代表取締役社長 大内 伸次 

 

大阪市淀川区東三国3-10-21                       寝屋川市池田北町15-20 

トヨタカローラ新大阪株式会社                    ネッツトヨタ新大阪株式会社 

代表取締役社長 久保  行央                      代表取締役社長 久保  行央  

 

豊中市稲津町2-4-1                            大阪市浪速区浪速東1-1-76 

ネッツトヨタニューリー北大阪株式会社            ネッツトヨタ大阪株式会社 

代表取締役社長 小西  敏仁           代表取締役社長 福井 明子   

              

大阪市西区立売堀3-1-1              堺市西区浜寺諏訪森町西1-24 

ネッツトヨタ中央大阪株式会社              ネッツトヨタ南海株式会社 

代表取締役社長 横山 昭一郎          代表取締役社長 久保 尚平 

 

大阪市北区西天満3-5-33                         大阪市淀川区東三国3-11-2 

 株式会社トヨタレンタリース大阪               株式会社トヨタレンタリース新大阪 

代表取締役社長 横山 昭一郎          代表取締役社長 久保 行央 

 

寝屋川市仁和寺本町3-1-1 

トヨタモビリティパーツ株式会社大阪支社 

支社長 木村 俊一 

 


